
愛媛県土木部道路都市局
都市計画課

愛媛県都市計画公園等見直しガイドライン
概 要

令和２年３月



都市計画に定める意義（都市計画運用指針）

〇計画段階における整備が必要な区域を明確化

都市施設は円滑な都市活動を支え、都市生活者の利
便性の向上、良好な都市環境を確保するうえで必要
な施設

都市計画施設とは

都市計画施設を都市計画に定める意義

〇土地利用や各都市計画施設間の計画の調整

〇住民の合意形成の促進

都市計画決定により施行区域内に建築制限（法第53条）



建築制限の長期化による訴訟の事例（国土交通省資料より）
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ガイドラインの目的

○本ガイドラインは、今後の都市計画公園等の効果的
な整備及び維持管理に資することを目的

○未着手（一部未着手を含む）の都市計画公園等につ
いて、県及び市町が社会経済情勢の変化等を踏ま
えた上で、必要性、実現性等の総合的な評価を行い、
「存続」「変更（規模縮小等）」「廃止」の見直しを検討
するための手順を示したもの

※なお、本ガイドラインは、長期にわたり事業未着手と なっている都市計画公園
の見直しを主としており、用地買収済等の事業に着手しているが、整備が未着手
となっている区域や何らかの事由により開設済の区域を縮小する場合等の見直
しについては、当面、それぞれの事業の状況を踏まえ、見直し方針を定めたうえ
で対応するものとし、今後、必要に応じて、本ガイドラインの改訂についても検討
していく



都市計画公園等の現状

全国平均
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年度

箇所数 面積（ha) 箇所数 面積（ha) 箇所数 面積（ha)
街区公園 0 0 338 73.72 338 73.72
近隣公園 0 0 47 62.04 47 62.04
地区公園 0 0 24 128.09 24 128.09
特定地区公園 0 0 4 21.2 4 21.20
総合公園 1 8.56 20 422.18 21 430.74
運動公園 0 0 8 157.81 8 157.81
広域公園 1 72.47 0 0 1 72.47
レクリエーション都市公園 1 (1) 208.58 0(2) 9.51 1 218.09
風致公園 0 0 12 205.01 12 205.01
動植物公園 0 0 1 8.64 1 8.64
歴史公園 0 0 7 20.00 7 20.00
広場公園 0 0 9 2.68 9 2.68
墓園 0 0 3 21.54 3 21.54
緩衝緑地 0 0 3 9.7 3 9.7
都市緑地等 0 0 125 133.55 125 133.55
緑道 0 0 1 1.37 1 1.37
合計 3 289.61 602 1277.04 605 1566.65

種別
県営公園 市町村公園 合計

四国中央市
6.8m2

西条市
10.0m2

新居浜市
11.8m2

今治市
13.4m
2

久万高原町
41.2m2

松山市
7.8m2

東温市
12.2m2

砥部町
42.1m2

伊予市
10.0m2

松前町
4.4m2

内子町
20.9m2

伊方町

八幡浜市
4.4m2

大洲市
32.9m2

西予市
14.8m2

宇和島市
33.9m2

愛南町
130.5m2

鬼北町
34.2m2

松野町

上島町

○愛媛県の都市公園等の整備面積 １,５６７ｈａ

○都市計画区域内の１人あたり都市公園面積 １２.７㎡/人

■愛媛県の都市公園等の整備状況（平成30年3月末現在）

注：とべ動物園は愛媛県総合運動公園内の施設であるため､ 動植物園公園ではなく広域公園で計上

■都市計画区域人口１人あたり都市公園面積の推移

注：都市計画区域外の特定地区公園
(カントリーパーク)を除く

10.4

12.7

○都市計画域を有する１７市町のうち１２市町が
１人あたり都市公園面積１０㎡/人以上

■県下市町の都市計画区域内人口１人あたりの都市公園面積
(29年度末)

色
１人あたり

面積
市町数

20m2～ 7

15～20m2 0

10～15m2 5

5～10m2 3

0～5m2 2 ※都市計画区域を有する市町数１７

平成２９年度末
都市計画区域内

１人あたり都市公園面積
（ｍ2/人）



都市計画施設（道路・公園等）の決定状況

平成31年3月31日現在

計画 供用 整備率
1 道路(km) 694.22 km 470.61 km 67.8% 332路線 176路線
2 交通広場（㎡) 87,930 ㎡ 75,200 ㎡ 85.5% 23箇所 9箇所
3 都市高速鉄道(m) 19,010 m 7,390 m 38.9% 2箇所 1箇所
4 駐車場(ha) 2.49 ha 2.37 ha 95.2% 11箇所 2箇所
5 自転車駐車場(ha) 0.16 ha 0.16 ha 100.0% 1箇所 整備済
6 公園(ha) 2,219.78 ha 1,221.55 ha 55.0% 304箇所 71箇所
7 緑地(ha) 1,543.48 ha 120.46 ha 7.8% 21箇所 12箇所
8 広場(ha) 0.19 ha 0.19 ha 100.0% 2箇所 整備済
9 墓園(ha) 56.49 ha 29.53 ha 52.3% 7箇所 6箇所

10 公共下水道(ha) 18,878.1 ha 17,237.6 ha 91.3% 23箇所 11箇所
11 ごみ焼却場(㎡) 428,900 ㎡ 391,300 ㎡ 91.2% 13施設 4施設
12 ごみ処理場(ha) 13.12 ha 3.50 ha 26.7% 3施設 2箇所
13 汚物処理場(㎡) 202,000 ㎡ 193,012 ㎡ 95.6% 13施設 3施設
14 市場(㎡) 150,800 ㎡ 146,300 ㎡ 97.0% 4施設 1施設
15 火葬場(㎡) 176,500 ㎡ 176,500 ㎡ 100.0% 11施設 整備済
16 河川(km) 23.32 km 23.15 km 99.3% 3箇所 1箇所
17 教育文化施設(㎡) 80,000 ㎡ 80,000 ㎡ 100.0% 2箇所 整備済
18 社会福祉施設・医療施設(㎡) 65,100 ㎡ 65,100 ㎡ 100.0% 3箇所 整備済
19 一団地の住宅施設(ha) 2.0 ha 2.0 ha 100.0% 1箇所 整備済
20 一団地の官公庁施設(ha) 6.4 ha 6.4 ha 100.0% 1箇所 整備済
21 防火水槽(㎡) 620 ㎡ 620 ㎡ 100.0% 64箇所 整備済

公共下水道の供用欄は事業認可面積を記載している。

計画箇所数 未供用箇所数
(一部未供用を含む)

施設名
面積、延長等

○未供用が多く残っている都市計画施設は道路・公共空地(公園等)

・H20年度に県がガイ

ドラインを策定。

・その後､市町単位で

順次見直しを実施し､

H30年度末までに､

約50kmを廃止。

公共空地
計画 3,820ha

供用 1,372ha

整備率 35.9％

■県内の都市計画施設の状況



都市計画施設（道路・公園等）の決定状況
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○未供用が多く残っている都市計画施設は道路・公共空地(公園等)

■県内の都市計画施設の整備状況（平成31年3月末）

［箇所数］ ［延長(km)］ ［面積(ha)］

下水道は整備面積ではなく
認可済面積

面積では
公共空地（公園等）

延長では道路



都市計画公園等の決定年度別の状況
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新都市計画法制定後、約10年間での
決定面積が全体の約7割

■都市計画公園の決定年度別の面積（平成31年3月末現在）

S43新都市計法の制定
都市計画は地方公共団体が
決定（機関委任事務）

高度経済成長期戦後復興期

ha



長期未着手の都市計画公園等の課題

○長期にわたる建築制限

○都市計画の信頼性の失墜

○長期未着手の都市計画公園等で進む宅地化

・都市計画施設の計画区域内では建築制限を課している。（法５３条）
・この建築制限は、公共の福祉のために受忍すべき社会的拘束に基づくもの。
・都市計画決定後、長期間を経過し、事業実施時期が明確になっていないことにより、

将来の土地利用計画、土地の有効利用及び地域の活性化が阻害されている可能
性がある

・とともに、地権者にとっても将来の生活設計を行うにあたり支障をきたしていることも
考えられる。

・都市施設は、長期的視点からその必要性が位置付けられてきたもの。
・しかし、具体的な整備計画もなく長期にわたり未着手が続くと、都市計画公園等の区
域内における建築制限の合理性が欠如するとともに、都市計画の信頼性を損なう原
因となる可能性もある。

・都市計画公園等の計画区域内では、建築制限が課されているものの、２階建ての木
造住宅などは許可条件を満たすため、手続きさえ踏めば住居の建築が可能。

・このため、長期未着手となっている公園の多くで宅地化が進んでいる
・宅地化が進展している計画区域では、家屋等の移転補償費がかさむことが懸念され、

さらに事業着手に至らない悪循環が生じている。



見直しの進め方① 基本的な考え方

○見直しの対象とする施設

○見直しの主体

・都市計画決定後に長期未着手（一部未着手を含む）となっている
都市計画公園を対象とする。

・ただし、緑地及び墓園については、本ガイドラインの対象としない。

緑地 未開設区域内の土地利用が自然的土地利用（河川、山林等）の
みで、現状でも緑地機能を有しており、都市計画決定により未開設区域内
の開発抑制効果がある。

未開設区域の大部分が河川区域や風致地区に指定されるなど、
一定の緑地保全（開発抑制）が担保されており、見直す必要性は低いと考
えられる。

墓園 本県の未供用の部分を有する墓園は、そのほとんどが、市街化調整区域又
は非線引き都市計画区域の白地地域に計画され、今後の需要に応じて順次
拡張できるよう配慮した配置となっており、需要状況に応じて、適宜、見
直しを行ったのでよい。

・都市計画公園の見直しは、原則として、各市町がそれぞれの
地域特性等を踏まえ、方針を決定することにより行い、その後の
手続きは、各都市計画公園の決定権者によって進めるものとする

パターン①

パターン②



見直しの進め方② 検討フロー図

■実現の容易性の検証

①未開設部分の用地は全域取得済

②未開設部分の支障物件の立地なし かつ
③未開設部分の災害危険性や地形上の制約なし

④区域マスで優先的
（概ね20年以内）に
整備予定の施設

Yes

NoYes

No

Yes

No

■必要性の検証

⑤現状で整備目的を概ね満たしている
Yes

No
※1）上位・関連計画との整合性

■代替可能性の検証

No

⑦近隣に類似施設がある

⑥未開設部分が現状でも同等の機能を有している

Yes

Yes

No

存続を検討

廃
止
・
縮
小
し
て
問
題
な
し廃止・縮小すべきでない

存 続

※2）施設固有の特殊な変更理由の有無

有

無

支障あり

支障なし

住民との合意形成

変更(縮小)

⑨開設状況

一部開設済み

全域未開設

廃 止

住民との合意形成

支障なし

一部用地買収済みなど

支障あり

⑧周辺に代替できる施設の新設･拡充等の計画がある
Yes

No



未着手区域を有する都市計画公園の例

都市計画決定(S43)している未着手の公園①

上記の現地の状況

都市計画決定している(S43)未着手の公園②

上記の現地の状況


